
参考資料 1

第3回河川堤防耐震対策緊急検討委員会

参考資料―1

解析結果（資料1参考）



代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

強振動記録が得られている箇所 大中規模の被災箇所 液状化による被災パターンの観点より 以下のケース

ケース１） 江合川 右岸26 6k+115m～26 8m+120m （福沼） [大規模被災・パターンⅠ+Ⅱ]

強振動記録が得られている箇所、大中規模の被災箇所、液状化による被災パタ ンの観点より、以下のケ ス
を選定し、ALIDを用いて検証を行った。

ケース１） 江合川 右岸26.6k+115m～26.8m+120m （福沼） [大規模被災・パターンⅠ+Ⅱ]
ケース２） 利根川下流 右岸27k+80m～27k+150m （小見川） [中規模被災・パターンⅠ]
ケース３） 吉田川 右岸16.0k～16.2k付近 （山崎振動観測所） [中規模被災・パターンⅠ]
ケース４） 江合川 右岸14.0k+43m～14.6k+43m （中島乙） [大規模被災・パターンⅡ]
ケース５） 利根川下流 右岸39 0k+64m～39 5k+79m（佐原イ） [大規模被災・パターンⅠ]ケース５） 利根川下流 右岸39.0k+64m～39.5k+79m（佐原イ） [大規模被災・パターンⅠ]

パターン 液状化の種類

Ⅰ 基礎地盤の液状化

Ⅱ 堤体の部分液状化

Ⅰ+Ⅱ 上記の複合型
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代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

解析結果

Ⅰ Ⅱ Ⅰ＋Ⅱ
天端沈下量

（m）
法尻水平変位量

（m）

実測値 0 71 5 12（川表）

解析結果

合 右岸
被災後の詳細調査に基づ

定

検討
ケース

検討ケースとなる被災箇所
モデル断面
の距離標

液状化パターン
解析に用いる

外力
モデル化の情報

実測値 0.71 5.12（川表）

計算値 1.54 3.92（川表）

実測値 1.20 4.32（川表）

188gal

地震前の調査結果に基づ
き設定
地下水位は法尻付近にあ2

関
東

利根川下流右岸
27k+80m～27k+150m 26.5k ○

1
東
北

江合川右岸
　26.6k+120m～26.8k+120m
　（福沼地区）

26.8k ○
586gal
400gal

（500gal）

き設定

計算値 1.00 1.95（川表）

実測値 0.80 2.60（川表）

計算値 1.98 2.03（川表）

440gal

観測所設置時のボーリン
グ結果をもとに設定
地下水位は、上記柱状図
を参考に、堤体直下のAc1
層上面にあると仮定

188gal 水位 法尻付近 あ
ると仮定

3
東
北

吉田川右岸
　山崎観測所位置

16.0k ○

2
東

27k 80m 27k 150m
　（小見川）

26.5k ○

実測値 1.33 1.25（川表）

計算値 0.76 0.00（川表）

実測値 0 92 1 49（川表）
被災後の詳細調査に基づ

根 流 岸

4
東
北

江合川右岸
　14.0k+43m～14.6k+43m
　（中島乙地区）

14.4k+50m ○ 500gal

被災後の詳細調査に基づ
き設定

層上面にあると仮定

注）現在までの情報に基づく条件設定、モデル化による解析結果であり、今後、結果が見直される可能性がある。

実測値 0.92 1.49（川表）

計算値 2.11 3.87（川表）

310gal
き設定

5
関
東

利根川下流右岸
　39.0k+64m～39.5k+79m
　（佐原イ地先）

39.5k+5m ○

液状化パターンⅠ 基礎地盤液状化 液状化パターンⅡ 堤体の部分液状化 液状化パターンⅠ+Ⅱ 左記の複合
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A
Bs2Bsc1

写真①天端には深度2.0m以上のクラック

（裏法は形状を保っている） 自然堤防

氾濫平野

緊急災区間

江合川右岸26.8k

K-NET古川

ケース１：江合川 右岸26.6k+115m～26.8k+120m（福沼）の事例（大規模被災）

○検討断面の土質構成、モデル

○検証用断面図○被災箇所の位置図、状況写真等

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

Scale
0 15 30

As2
Ac2

Ac2

Ag1
AcsAc1
Ac1

Ac1
地中梁基礎置換土

As1

As0 As1

3

自然堤防旧河道
27k

江合川

緊急災区間

新江合川

26k

※1 既存調査結果を基に設定した。
※2 既存調査結果を基に設定した。

※3　E=2800N(kN/m
2
)を基に設定した。

※4 地震前のポアソン比は、一律0.333とした
※5 G0=E/{2(1+ν)}を基に設定した。
※6 液状化層より上部の非液状化層については、引張応力が発生しないような値を試行錯誤により設定した。
※6　液状化層は、FL、RL20の関係から、プログラム内で液状化層の全ての要素に対して自動的に計算した。

※7　21{N×100/(σ'v+70)}
0.5
(Meyerhofの式)を用いて設定した。

※8 N値、Fcおよび上載荷重から求めたRLの層毎の平均値とした。

・地下水位は被災後の調査ボーリングで確認された水位をもとに設定した。
・液状化層は、地下水位以下の堤体土（Ｂsc1，Bs2）及び沖積砂質土層（As0層，As1層）とした。

 江合川右岸26.8k

Bsc1 15.60 3.0 － 8400 0.333 3200 32 － －

Bsc1(地下水位以深) 15.60 2.0 62.46 5600 0.333 2100 要素ごとに自動計算 26 0.11

Bs2 15.60 6.0 ー 16800 0.333 6300 63 ー ー

Bs2(地下水位以深) 15.60 6.0 36.11 16800 0.333 6300 要素ごとに自動計算 50 0.22

As1① 19.40 9.0 52.71 25200 0.333 9500 要素ごとに自動計算 57 0.31

Ac1 15.40 3.0 ー 8400 0.333 3200 3200 ー ー

As0 19.40 3.0 70.26 8400 0.333 3200 要素ごとに自動計算 31 0.17

As1② 19.40 5.0 88.06 14000 0.333 5300 要素ごとに自動計算 37 0.20

Acs 19.40 9.0 111.66 25200 0.333 9500 要素ごとに自動計算 47 0.30

Ag1 20.00 31.0 131.54 8400 0.333 3200 要素ごとに自動計算 82 0.49

Ac2 15.40 4.0 ー 11200 0.333 4200 4200 ー ー

As2 19.60 10.0 162.79 28000 0.333 10500 要素ごとに自動計算 44 0.20

  単位
※1

体積重量
γt

(kN/m
3
)

液状化強度
※8

RL20

地震前の
※5

せん断剛性
G0

(kN/m
2
)

土層区分

　平均N値
※2

N

　変形係数
※3

E

(kN/m
2
)

　相対密度
※7

Dr
(%)

　地震後の
※6

せん断剛性
G1

(kN/m
2
)

　初期
※4

ポアソン比
ν0

　原位置有効
※2

　上載荷重
※1

σ'v

(kN/m
2
)

○被災時の変状スケッチ図



ケース１：江合川 右岸26.6k+115m～26.8k+120m（福沼）の事例（大規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

・近傍のK-Net観測所（古川）で観測された最大加速度586galを用いて沈下計算を実施。
・被災断面と計算結果との比較をしたところ、沈下量は、ほぼ同様の結果が得られた。

○計算結果 （地表面最大水平加速度=586gal）

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

実測値 0.71 5.12

 

６
２

節点 1 節点 2  節点 3

3.92m 0.64m

水平 ← 2.95 ← 2.53 ← 1.95 ← 2.48

鉛直 ↓ 1.76 ↓ 1.92 ↓ 0.93 ↓ 1.54

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

・変形図 ・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）

計算値 1.54 3.92

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）
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地表面形状

６３．２９５

・堤防断面図（被災前後比較）

20 

標
高

(m
)

被災断面

ALID解析結果
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ケース２：利根川下流 右岸27k+80m～27k+150m（小見川）の事例（中規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

 
○検証用断面図○被災箇所の位置図、状況写真等

○検討断面の土質構成、モデル

Scale

Ac3

AsF Ac2

Ac1
Bs

As As

Bc

国総研 小見川

0 15 30

Bs 19.00 7.0 ー 19600 0.333 7400 740 － －

Bs(地下水以深) 19.00 7.0 30.00 19600 0.333 7400 要素ごとに自動計算 56.0 0.23

Bc 18.00 1.0 ー 2800 0.333 1100 110 ー ー

As 18.00 4.0 50.0 11200 0.333 4200 要素ごとに自動計算 38.0 0.16

  単位※1

体積重量
γt

(kN/m3)

液状化強度※8

RL20

地震前の※5

せん断剛性
G0

(kN/m2)

土層区分

　平均N値※2

N

　変形係数※3

E

(kN/m2)

　相対密度※7

Dr
(%)

　地震後の※6

せん断剛性
G1

(kN/m2)

　初期※4

ポアソン比
ν0

　原位置有効※2

　上載荷重※1

σ'v

(kN/m2)

小見川②

○被災時の変状スケッチ図

Ac 17.00 1.0 ー 2800 0.333 1100 110 ー ー

※1　既存調査結果を基に設定した。
※2　既存調査結果の平均値を用いた。

※3　E=2800N(kN/m2)を基に設定した。
※4　地震前のポアソン比は、一律0.333とした
※5　G0=E/{2(1+ν)}を基に設定した。
※6　液状化層より上部の非液状化層については、引張応力が発生しないような値を試行錯誤により設定した。
※6　液状化層は、FL、RL20の関係から、プログラム内で液状化層の全ての要素に対して自動的に計算した。

※7　21{N×100/(σ'v+70)}
0.5(Meyerhofの式)を用いて設定した。

※8　N値、Fcおよび上載荷重から求めたRLの層毎の平均値とした。なお、As層はFc<10と仮定した。

国道356号

堤防陥没

3m

1：4.2
1：1.8

市道

HWL YP=3.772
沈下量

1.2m

自転車道

地下水位：のり尻付近にあるものと仮定した。
液状化層： YP-5m以浅に分布する沖積砂質土層（As層）とした
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液状化層： YP-5m以浅に分布する沖積砂質土層（As層）とした。



ケース２：利根川下流 右岸27k+80m～27k+150m（小見川）の事例（中規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

・近傍の国総研観測所（小見川）で観測された最大加速度188galを用いて沈下計算を実施。
・被災断面と計算結果との比較をしたところ、沈下量は、ほぼ同様の結果が得られた。

○計算結果 （地表面最大水平加速度=188gal）

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

実測値 1.20 4.32

 

節点 1  節点 2  節点 3

1.95m 0.50m

水平 ← 0.70 ← 0.39 → 0.08 ← 0.39

鉛直 ↓ 1.41 ↓ 1.25 ↓ 0.33 ↓ 1.00

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均・変形図 ・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）

計算値 1.00 1.95

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）
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地表面形状

・堤防断面図（被災前後比較）
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標
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ケース３：吉田川 右岸16.0k～16.2k付近（山崎振動観測所）の事例（中規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

○検証用断面図○被災箇所の位置、状況写真等

山崎振動観測所

山崎振動観測所

○検討断面の土質構成、モデル
H19.9撮影 H23.4撮影

 

Scale
0 15 30

m

Ac2

As

Bs

Ac1

国総研 山崎

Bs 18.00 3.0 － 8400 0.333 3200 160 － －

Ac1 16.00 1.0 － 2800 0.333 1100 110 － －

As 18.00 6.0 44.00 16800 0.333 6300 要素ごとに自動計算 48 0.24

Ac2 16.00 1.0 － 2800 0.333 1100 1100 － －

Ap 16 00 3 0 8400 0 333 3200 3200

  単位※1

体積重量
γt

(kN/m3)

液状化強度※8

RL20

地震前の※5

せん断剛性
G0

(kN/m2)

土層区分

　平均N値※2

N

　変形係数※3

E

(kN/m2)

　相対密度※7

Dr
(%)

　地震後の※6

せん断剛性
G1

(kN/m2)

　初期※4

ポアソン比
ν0

　原位置有効※2

　上載荷重※1

σ'v

(kN/m2)

0 15 30

○被災時の変状図

国総研 山崎
川裏小段
縦断亀裂

18 
Ap 16.00 3.0 － 8400 0.333 3200 3200 － －

BR 20.00 50.0 ー 140000 0.333 52500 52500 ー ー

※1　一般的な値を用いた。
※2　既存調査結果を基に設定した。Bs層はN=3と仮定した。

※3　E=2800N(kN/m2)を基に設定した。
※4　地震前のポアソン比は、一律0.333とした
※5　G0=E/{2(1+ν)}を基に設定した。
※6　液状化層より上部の非液状化層については、引張応力が発生しないような値を試行錯誤により設定した。
※6　液状化層は、FL、RL20の関係から、プログラム内で液状化層の全ての要素に対して自動的に計算した。

※7　21{N×100/(σ'v+70)}
0.5(Meyerhofの式)を用いて設定した。

※8　N値、Fcおよび上載荷重から求めたRLの層毎の平均値とした。

地下水位：柱状図を参考にAc1層上面に設定した。
2
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標
高

被災前断面

被災後断面

2.6m

0.8m

7

液状化層： 沖積砂質土層（As層）とし、既往の調査結果に基づき、N値
は5、細粒分含有率26%と設定した。
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ケース３：吉田川 右岸16.0k～16.2k付近（山崎振動観測所）の事例（中規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

・近傍の国総研観測所（山崎）で観測された最大加速度440galを用いて沈下計算を実施。
・被災断面と計算結果との比較をしたところ、実測値より大きめの沈下量が得られた。

○計算結果 （地表面最大水平加速度=440gal）

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

実測値 0.80 2.60

 

節点 1 節点 2 節点 3

2 03

水平 ← 0.22 ← 0.22 ← 0.22 ← 0.22

鉛直 ↓ 1.99 ↓ 2.00 ↓ 1.95 ↓ 1.98

節点2
成分

節点3 平均

変位量(δd+δu)(m)

節点1・変形図 ・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）

計算値 1.98 2.03

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）
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地表面形状
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・堤防断面図（被災前後比較）
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ケース４：江合川 右岸14.0k+43m～14.6k+43m（中島乙）の事例（大規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

○検証用断面図○被災箇所の位置図、状況写真等

 
Bc

A

○検討断面の土質構成、モデル

Ac1

Ac1

Ap

As

As1

江合川右岸14.45k

液状化強度※8地震前の※5平均N値※2 変形係数※3 相対密度※7地震後の※6初期※4原位置有効※2単位※1

Scale m
0 5 10

Ac2

As2

Bc(地下水位以浅) 16.50 2 ー 5600 0.333 2100 2100 － － － －

Bc(地下水位以深) 16.50 2 76.18 5600 0.333 2100 2100 ー ー ー ー

Ac1 16.00 2 ー 5600 0.333 2100 2100 ー ー ー ー

Ap 12.00 4 ー 11200 0.333 4200 4200 ー ー ー ー

As1 18.00 2 125.20 5600 0.333 2100 2100 ー ー ー ー

Ac1 16.00 3 ー 8400 0.333 3200 3200 ー ー ー ー

液状化
試験結果

N値、Fc
から推定

液状化強度※

RL20

採用値

地震前の※

せん断剛性
G0

(kN/m2)

備考土層区分

平均N値※

N

変形係数※

E

(kN/m2)

相対密度※

Dr
(%)

地震後の※

せん断剛性
G1

(kN/m2)

初期※

ポアソン比
ν0

原位置有効※

　上載荷重※1

σ'v

(kN/m2)

 単位※

体積重量
γt

(kN/m3)

○被災時の変状スケッチ図

As2 18.00 4 166.50 11200 0.333 4200 要素ごとに自動計算 27 0.156 0.255 0.255

Ac2 15.00 3 ー 8400 0.333 3200 3200 ー ー ー ー

※1 調査結果を基に設定した。結果がない土層は対岸のデータを参照した。
※2 調査結果を基に設定した。

※3　E=2800N(kN/m2)を基に設定した。
※4 地震前のポアソン比は、一律0.333とした
※5 G0=E/{2(1+ν)}を基に設定した。
※6 液状化層より上部の非液状化層については、液状化層直上の要素に引張応力が発生しない値とした。
※6 液状化層は、FL、RL20の関係から、プログラム内で液状化層の全ての要素に対して自動的に計算した。

※7　21{N×100/(σ'v+70)}
0.5(Meyerhofの式)を用いて設定した。

※8 液状化試験が実施されている土層については、液状化試験結果を基に設定した。それ以外の土層は、N値、Fcおよび上載荷重から求めたRLの層毎の平均値とした。
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ケース４：江合川 右岸14.0k+43m～14.6k+43m（中島乙）の事例（大規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

○計算結果 （地表面最大水平加速度=500gal）

・近傍の強振動観測所の観測値をもとに、加速度500galを用いて沈下計算を実施。
・被災断面と計算結果との比較をしたところ、実測値より小さめの沈下量が得られた。

・変形図 ・堤防断面図（被災前後比較） 節点 1 節点 2 節点 3

0.00m 
0.00m

水平 → 0.00 ← 0.00 ← 0.00 ← 0.00

鉛直 ↓ 0.76 ↓ 0.76 ↓ 0.76 ↓ 0.76

平均
成分

変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3

13 

14 

15 

地表面形状

被災断面

ALID

２
５

．
４

３
５

8 

9 

10 

11 

12 

標
高

(m
)

・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

６１．３９０

7 

-16 -12 -8 -4 0 4 8 12 16 

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

実測値 1.33 1.25

計算値 0.76 0.00

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）

 

２
５

．
４

３
５

６１．３９０
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ケース５：利根川下流 右岸39.0k+64m～39.5k+79m（佐原イ）の事例（大規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

 
576-3 

○検証用断面図○被災箇所の位置図、状況写真等

液状化対象層(GL-20m) 

○検討断面の土質構成、モデル
Bs

Bc

佐原⑤

S l

Ac1As1

As2

Ac2

Bc

As2②

As2①

○被災時の変状スケッチ図
39.5k

Scale
0 20 40

m

Bs 17.00 3.0 42.50 8400 0.333 3200 80 － －

Bc 18.00 3.0 － 8400 0.333 3200 80 ー ー

Ac1 17.00 4.0 － 11200 0.333 4200 105 ー ー

  単位
※1

体積重量
γt

(kN/m
3
)

液状化強度
※8

RL20

地震前の
※5

せん断剛性
G0

(kN/m
2
)

土層区分

　平均N値
※2

N

　変形係数
※3

E

(kN/m2)

　相対密度
※7

Dr
(%)

　地震後の
※6

せん断剛性
G1

(kN/m
2
)

　初期
※4

ポアソン比
ν0

　原位置有効
※2

　上載荷重
※1

σ'v

(kN/m
2
)

HWL=(YP+4.966)

PH8.162

舗装版ｸﾗｯｸ
YP+5.6m

YP+2.800

YP±0.00

YP+7.85m

国道356号

天端陥没0.2m～1.0m程度

川裏法面亀裂

1：5

HWL YP+4.966
堤内地側沈下0.2m～0.5m程度

H=1.2

W=0.4

H=1.0

W=0.4

自転車道

As1 17.00 5.0 124.98 14000 0.333 5300 要素ごとに自動計算 33.6 0.18

As2① 19.00 15.0 187.39 42000 0.333 15800 要素ごとに自動計算 50.7 0.25

As2② 19.00 12.0 320.89 33600 0.333 12600 12600 ー ー

Ac2 17.00 50.0 － 140000 0.333 52500 52500 ー ー

※1　試験結果を基に設定した。
※2　試験結果を基に平均的な値とした。

※3　E=2800N(kN/m
2
)を基に設定した。

※4　地震前のポアソン比は、一律0.333とした
※5　G0=E/{2(1+ν)}を基に設定した。
※6　液状化層より上部の非液状化層については、引張応力が発生しないような値を試行錯誤により設定した。
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※6　液状化層は、FL、RL20の関係から、プログラム内で液状化層の全ての要素に対して自動的に計算した。

※7　21{N×100/(σ'v+70)}
0.5
(Meyerhofの式)を用いて設定した。

※8　N値、Fcおよび上載荷重から求めたRLの層毎の平均的な値とした。



ケース５：利根川下流 右岸39.0k+64m～39.5k+79m（佐原イ）の事例（大規模被災）

代表被災箇所における検証（解析結果） 参考資料―1

○計算結果 （地表面最大水平加速度=310gal）

・近傍のK-Net観測所（佐原）で観測された最大加速度310galを用いて沈下計算を実施。
・被災断面と計算結果との比較をしたところ、実測値より大きめの沈下量が得られた。

天端沈下量（m） 法尻水平変位量（m）

実測値 0.92 1.49

計算値 2 11 3 87

・変形図 ・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）
節点 1 節点 2 節点 3

3.87m 2.63m
水平 ← 3.04 ← 3.01 ← 2.99 ← 3.01

鉛直 ↓ 2.23 ↓ 2.13 ↓ 1.98 ↓ 2.11

成分
節点3 平均

変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2

計算値 2.11 3.87

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）

・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

・堤防断面図（被災前後比較）

 

4

6

8

標
高

(m
)

120

2

-30 -25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15

標

地表面形状

被災断面

ALID



（参考）非液状化層の剛性低下比について

・液状化層の直上に位置する非液状化層において 変形時に引張応力が発生しないように剛性低下比を設定する

参考資料―1

液状化層の直上に位置する非液状化層において、変形時に引張応力が発生しないように剛性低下比を設定する。

○剛性低下比設定の考え方（イメージ図）

1）地震前

○非液状化層の応力と沈下量の関係例（イメージ）

堤体

非液状化層

液状化層

震

[沈下量]
0

非液状化層

液状化層が

[応力]

応力がゼロとなるように剛性を低下させるが、実際は丁度ゼロにすること

が不可能なため、圧縮応力最小となる（応力ゼロに近くなる）ように設定する。
本図では、「沈下量102cm」のものが該当する。

非液状化層の剛性低下比 大 ←→ 小

2）地震中、地震後

液状化層が
液状化する

②同時に 堤体を支える

非液状化層の剛性低下比 大 ←→ 小

非液状化層の応力 引張側 ←→ 圧縮側

堤体沈下量 小 ←→ 大

①液状化により

流動。堤体直下
が下がる。

②同時に、堤体を支える、
液状化層直上の非液状化

層が、下方にたわむ。

非液状化層の剛性が高いと、層内に（ハン
モックのように）引張応力が生じ、堤体の

沈下を抑制する力が生じてしまう。

引張応力が生じない
ように、非液状化層沈下が不十分。

実事象では引張
応力が生じない

の剛性を低下させる
必要がある。

沈下が不十分。

13

応力が生じない。



（参考）非液状化層の剛性低下比について

本資料における非液状化層の剛性低下比は 標準的に推奨されている1/40の場合と 対象部分の応力が引張から圧縮に

参考資料―1

・本資料における非液状化層の剛性低下比は、標準的に推奨されている1/40の場合と、対象部分の応力が引張から圧縮に
転じる1/100と1/120の場合について整理した。

・試行錯誤の結果、福沼では1/120を採用した。（先に示した水位比較、外力比較では、1/120での結果となっている。）

○モデル図（福沼）

液状 性低 を吟味す 象箇

Ac1
Ac1

Bs2
地中梁基礎置換土

Bsc1
As0 As1

非液状化層（剛性低下比を吟味する対象箇所）

As2
Ac2
Ag1
Acs
Ac1
Ac1

As1

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

Scale
0 15 30

As2Ac2

○ＦL値（福沼）

２
２

０
．
０

６

14
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（参考）非液状化層の剛性低下比について

○液状化層直上の非液状化層の剛性低下比：1/40の場合

参考資料―1

 
0.0 10 20 40 60 100

(kN/m2)

節点1 節点2 節点3

3.22
m

1.18
m

水平 ← 2.19 ← 2.11 ← 1.95 ← 2.08

鉛直 ↓ 1.17 ↓ 1.38 ↓ 0.69 ↓ 1.08

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

・変形図 ・水平応力（σx）

○液状化層直上の非液状化層の剛性低下比：1/40の場合
引張応力が
生じている。

６３．２９５

２
０

．
０

６
２

６３．２９５

２
０

．
０
６

２

節点1 節点2 節点3

3.86m 0.84m

水平 ← 2.88 ← 2.52 ← 2.04 ← 2.48

鉛直 ↓ 1.64 ↓ 1.82 ↓ 0.89 ↓ 1.45

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均
 0.0 10 20 40 60 100

(kN/m2)

○液状化層直上の非液状化層の剛性低下比：1/100の場合

・変形図 ・水平応力（σx）
引張応力の領域
が上記に比べ
減っている。

２
０
．

０
６

２

２
０

．
０

６
２

0.0 10 20 40 60 100
(kN/m2)

水 2 95 2 53 1 95 2 48

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

６３．２９５ ６３．２９５

○液状化層直上の非液状化層の剛性低下比：1/120の場合

・変形図 ・水平応力（σx）
引張応力の領域
が無くなっている。

２
０
．
０
６
２

２
０
．
０

６
２

節点1 節点2 節点3

3.92m 0.64m

水平 ← 2.95 ← 2.53 ← 1.95 ← 2.48

鉛直 ↓ 1.76 ↓ 1.92 ↓ 0.93 ↓ 1.54

６３．２９５６３．２９５
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（参考）非液状化層の剛性低下比について

・剛性低下比を下げるに従い、変形量が大きくなっていることが確認出来る。

参考資料―1

25 

地表面形状

・堤防断面図（被災前後比較）

剛性低下比を下げるに従い、変形量が大きくなっていることが確認出来る。

20 

高
(m

)

地表面形状

被災断面

.剛性低下1/40

剛性低下1/100

剛性低下1/120

標
高

15 

-45 -40 -35 -30 -25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 

・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）

3.0 

4.0 

5.0 

6.0 

位
量

(m
)

天端沈下量

法尻側方変位量

実測値天端沈下量

実測値法尻側方変位量

天端沈下量
（m）

法尻側方変位量
（m）

0.71 5.12

1/40 1.08 3.22

実測値

・変位量の比較（被災実測値と計算値の比較）

0.0 

1.0 

2.0 

1/40 1/70 1/100 1/120 1/200

変
位1/70 1.30 3.68

1/100 1.45 3.86

1/120 1.54 3.92

1/200 1.87 3.96

※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

計算値

剛性低下比
※実測値は、スケッチ図からの読み取りによる。

※1/70と1/200は別途計算の上、結果のみ当事項に掲載した。

（沈下量は沈下土量を堤防幅で除した値。水平変位量はスケールアップで求めた。）
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（参考）解析条件の設定（地下水位を変化させた場合の解析結果） 参考資料―1

 

 

節点 1 節点 2  節点 3

3.92m 0.64m 

水平 ← 2.95 ← 2.53 ← 1.95 ← 2.48

鉛直 ↓ 1.76 ↓ 1.92 ↓ 0.93 ↓ 1.54

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

・変形図 ・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

モデル図 計算結果

○当初水位（液状化層より上位の非液状化層の剛性低下比：1/120）

 Bs2Bsc1

２
０
．

０
６
２

２
０
．

０
６
２

Scale
0 15 30

As2
Ac2

Ac2

Ag1
Acs
Ac1
Ac1

Ac1
Bs2

地中梁基礎置換土

Bsc1

As1

As0 As1

 

節点 1 節点 2  節点 3

水平 ← 2.39 ← 1.97 ← 1.48 ← 1.95

鉛直 ↓ 1.61 ↓ 1.59 ↓ 0.84 ↓ 1.35

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

６３．２９５６３．２９５

・変形図 ・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

モデル図 計算結果
○堤体内水位を1m低下させた場合

２
０
．

０
６
２

２
０
．
０
６
２

3.60m 0.50m
 

Scale
As2
Ac2

Ac2

Ag1
Acs
Ac1
Ac1

Bs2
地中梁基礎置換土

Bsc1

As1

As0 As1 Ac1

 

節点 節点 節点

水平 ← 3.43 ← 2.12 ← 0.54 ← 2.03

鉛直 ↓ 3 24 ↓ 3 11 ↓ 1 37 ↓ 2 57

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

６３．２９５６３．２９５

・変形図 ・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

モデル図 計算結果

○堤体内水位を1m上昇させた場合

Scale
0 15 30

 

２
０
．
０

６
２

２
０
．
０
６
２

節点 1 節点 2  節点 3

3.93m 1.15m 

鉛直 ↓ 3.24 ↓ 3.11 ↓ 1.37 ↓ 2.57

 

As2
Ac2
Ag1
Acs
Ac1
Ac1

地中梁基礎置換土

As1

As0 As1 Ac1
Bs2Bsc1

６３．２９５６３．２９５
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（参考）解析条件の設定（地震外力を変化させた場合の解析結果） 参考資料―1

 

水平 ← 2.95 ← 2.48 ← 1.88 ← 2.44

鉛直 ↓ 1.69 ↓ 1.80 ↓ 0.89 ↓ 1.46

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

節点 1 節点 2  節点 3

3 89

 

節点 1 節点 2  節点 3
0 64m

水平 ← 2.95 ← 2.53 ← 1.95 ← 2.48

鉛直 ↓ 1.76 ↓ 1.92 ↓ 0.93 ↓ 1.54

成分
変位量(δd+δu)(m)

節点1 節点2 節点3 平均

○計算結果
（地表面最大水平加速度=586galの場合）

・変形図

○計算結果
（地表面最大水平加速度=400galの場合）

・変形図
２
０
．
０
６
２

3.89m 0.62m

２
０
．

０
６
２

3.92m 0.64m

 

６３．２９５

 

６３．２９５

・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0・ＦＬ値 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

６３．２９５

２
０

．
０
６
２

６３．２９５

２
０
．
０
６
２

25 

地表面形状

被災断面

ALID解析結果

25 

地表面形状

被災断面

ALID解析結果

・堤防断面図（被災前後比較）・堤防断面図（被災前後比較）
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標
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